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はじめに 

 
 勝山市教育委員会では、平成 29 年 10 月 23 日に勝山市立幼稚園のあ

り方検討委員会に「勝山市立幼稚園のあり方について」を諮問し、約 3 ヶ

月間にわたる審議を経て、平成 30 年 1 月 30 日に同検討委員会から答申

を受けました。 
 検討委員会では、平成 29 年 5 月 15 日から 7 月 24 日までの 3 回にわ

たり開催された、未就園児の保護者や市内幼稚園・保育園の当事者らで構

成する「勝山市立幼稚園のあり方検討懇話会」において出された意見等も

十分踏まえ、幅広い観点から協議が重ねられました。 
その結果、答申においては、進行し続ける少子化に加え、取り分け近年

の核家族化と女性の社会進出の拡大により、幼児期の教育・保育ニーズが

大きく変化してきている状況下で、勝山市では市立幼稚園の園児数が著

しく減少しており、今後も現状のまま市立幼稚園を維持・継続していくこ

とは難しいとの観点から、現在の２園を１園に統合すべきとの考え方が

示されました。 
 勝山市教育委員会ではこの答申の趣旨を踏まえて、このたび「勝山市幼

稚園統合計画」を策定しました。 
 本計画は、時代の変化に即してよりよい幼児教育環境を目指す観点か

らまとめたものです。ご理解とご協力をお願いいたします。 
 

勝山市教育委員会 
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Ⅰ 当市の幼稚園教育を取り巻く現状 

 〇 幼児数・幼稚園児数の推移と見通し 
    勝山市における出生数は減少傾向が続き、平成元年以前には３００人を超えて

いたが、近年は１５０人前後で推移してきており、平成２９年度においてはさらに

減少し１３０人となっている。 
それに伴い、幼稚園・保育園の園児総数も減少し、特に幼稚園児数が、平成元年

の７園・３４１人（４・５歳児）から平成２９年の２園・３８人（３・４・５歳児）

に、平成３０年度は２園・３１人（３・４・５歳児）になっている。これは、核家

族化の進展等による共働き世帯の増加などにより、幼稚園よりも保育園に対するニ

ーズが相対的に高くなってきたことに起因するものと考えられる。加えて勝山市で

は、幼稚園機能も併せ持つ認定こども園に移行する民間保育園が増える状況にある

ことから、今後幼稚園児数が増加に転ずるのは極めて難しい状況にある。 

 
 

 

幼稚園と保育園の園児数の推移比較 
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〇 幼稚園における望ましい園児数の規模 
幼稚園教育要領では、「幼児の行う活動は、個人、グループ、学級全体など、多様

に展開されるもの」と記述され、一定の集団の大きさを想定している。 
また、学校教育法では横割り（同年齢）のクラス活動を基本とするとともに、文

部科学省の委託研究調査では１クラス２０人前後から３０人程度が望ましいとの調

査報告が出ている。 
「福井県保幼小接続プログラム」においても、幼児期の活動学び事例として、通

りゃんせ、鬼遊び、大縄跳び、劇遊び、雪合戦、リレー、ドッジボールなどが挙げら

れており、いずれも一定の人数を必要とするものである。 
検討委員会における議論では、３歳児～５歳児合わせて１０人に満たない規模で

は多様な集団活動を行うには限界があるとの意見で集約された。 
先にも述べたように、勝山市においては共働き家庭が多いことなどの理由により

保育園志向が高く、今後も園児数が１０人を下回る幼稚園が想定されるため、より

よい教育環境を整備する観点からの対応が求められる状況にある。 
 
 

 〇 市内の幼稚園・認定こども園・保育園の幼児教育の現状 
 勝山市内には成器南幼稚園と勝山中部幼稚園の２園がある。このほかの幼児教

育・保育施設として、公立２園、私立７園の保育園と、私立２園の認定こども園が

ある。勝山市では「子ども・子育て支援事業計画」において幼児の教育・保育の量

を見込み、必要な定員適正数を確保している。そのため、毎年待機児童はなく、幼

児教育・保育環境は十分整備されている状況にある。 
 また、かつては‘幼稚園は教育、保育園は預かり’という色彩もあったが、次第

に保育園における幼児教育が充実し、市内の保育園、認定こども園では幼稚園に比

肩する教育活動に取り組んでいる。 
 特に、平成２９年に「幼稚園教育要領」「保育所保育指針」「幼保連携型認定こど

も園教育・保育要領」の３法令が改定されて平成３０年４月から施行され、３歳以

上の教育目標・内容は実質的に統一したものとなっている。 
 福井県では、平成２７年度から保育園・幼稚園と小学校をつなぐ「保幼小接続プ

ログラム」が実行に移され、勝山市でも全ての小学校区において、園児同士や園児

と小学生の交流、保育士・教諭相互の交流や研修など、各園ともに共通した保幼小

接続を進めている。 
  また、勝山市における幼児教育では、幼稚園・保育園・認定こども園、いずれに

おいても、それぞれ地域特有の自然や伝統文化などに触れる学習が年間を通じて多

彩に行われ、園児が多くのことを学ぶ貴重な機会となっている。 
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 〇 幼稚園の施設管理及び公共施設にかかる課題 
近年における幼稚園の維持管理費は、２園合わせて年間約６,５００万円程度で推

移しているが、園児数の減少により園児１人当たりの経費が増加している。また、

施設の老朽化により毎年相当の修繕費が必要となっており、防水対策などいずれの

施設も大規模な改修が必要な時期を迎えている。 
さらに、市の財政的観点からみて、公共施設の総量縮減が求められている現在に

おいては、施設の合理的・効果的な利用のための統廃合は早急に取り組まなければ

ならない課題となっている。 
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Ⅱ 市立幼稚園の統合実施計画 

 

 〇 計画の趣旨 
 この計画は、「勝山市立幼稚園のあり方検討委員会」答申に基づき、今後の市立幼稚

園の統合に関し、必要な事項を定める。 
 
 

 〇 計画の内容  

１． 幼稚園の統合の方針 
１） 統合の内容 

   成器南幼稚園と勝山中部幼稚園を１園に統合する。 
 
２） 統合の時期 
 統合の時期は、平成３１年４月１日とする。 

 
３） 統合する幼稚園の位置 

   統合後の幼稚園は現在の成器南幼稚園の園舎を利用し、勝山中部幼稚園は廃園

とする。 
 
（理 由） 
平成３０年度の市内２園の園児数は下表の通り、成器南幼稚園が２４名、勝山中

部幼稚園が８名となっている。 
  幼稚園を統合する際には、平成３０年度に幼稚園に通っている３歳児・４歳児は、

一方の幼稚園から統合先の幼稚園に移動する必要があり、園児数の少ない幼稚園を

廃園にして人数の多い幼稚園に統合する方が、保護者や園児への影響を最小限に抑

えることができる。 
また、成器南幼稚園の園舎は平成元年、勝山中部幼稚園の園舎は昭和５４年の建

設で、勝山中部幼稚園のほうが１０年古い建物となっている。 
これらのことから、統合後の幼稚園は成器南幼稚園の園舎を活用し、勝山中部幼

稚園を廃園とする。 
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４）統合後の幼稚園の教育方針と取り組み 

  統合後の幼稚園は、市内唯一の幼稚園となる。統合後の幼稚園においては、これ

まで勝山市が進めてきた幼稚園の教育目標である「心身ともに健やかでたくましい

子の育成」の理念のもと、より充実した教育を実践することにより、保護者の幼稚

園教育への期待に応えることができるよう取り組む。特に、勝山の自然環境を生か

した活動や、左義長祭りなどの伝統に触れる活動なども含め、遊びを通じて子ども

たちがふるさと勝山の魅力を体感することができる特色ある教育についても推進

する。 
また、平成３０年５月８日付けで成器南、勝山中部両幼稚園の父母の会から、「魅

力ある幼稚園づくりのための要望書」が提出された。要望書には「望む幼稚園の姿」、

「幼稚園の施設・教育環境についての要望」、「統合を進めるに当たっての要望」等

がまとめられており、それらの内容をできる限り反映する方向で検討し統合に向け

た準備を進めることにより、望まれる幼稚園の実現を目指す。 
 
 ５）統合後の幼稚園の名称 
  統合後の幼稚園は「勝山市立成器南幼稚園」の名称を継承する。 
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２． 統合の進め方と今後のスケジュール 
２園を１園に統合することにより、勝山中部幼稚園の園児は成器南幼稚園に移動す

る必要がある。平成３０年度においては、子どもたちがあらかじめ仲良くなれるよう

に２つの幼稚園の園児が一緒に交流する活動を実施する。 
また、統合幼稚園として利用する成器南幼稚園の園舎で子どもたちが安全に活動で

きるように、必要な修繕を行う。 
廃園となる勝山中部幼稚園の施設については建物の撤去を前提に準備を進めるが、

民間への移譲等、施設の有効活用の可能性についても並行して検討を進める。 
 
＝今後の予定＝ 
平成３０年１１月  統合幼稚園園児の募集開始 
     １２月     同    締切り 
平成３１年 ４月  統合幼稚園の開園 
平成３１年 ４月～ 勝山中部幼稚園園舎取壊し又は活用の検討 

 
 
 
  



- 9 - 
 

 

平成３０年１月３０日 

 

勝山市教育委員会 様 

 

勝山市立幼稚園のあり方検討委員会 

会長  西 村  重 稀 

  

勝山市立幼稚園のあり方について（答申） 

 

平成２９年１０月２３日付、勝教総発第２７２号で諮問のあった標記の件について、 

当委員会において慎重審議した結果、別紙のとおり、勝山市立幼稚園のあり方検討委

員会設置規則第２条の規定に基づき答申します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〈参考〉 
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勝山市立幼稚園のあり方について（答申） 
 
１ はじめに 
 勝山市立幼稚園のあり方検討委員会は、平成２９年１０月２３日に勝山市教育委員

会より「勝山市立幼稚園のあり方について」の諮問を受けた。 
 幼児期は、心情・意欲・態度・基本的生活習慣等、生涯にわたる人間形成の基礎が

培われる時期であり、心身の成長を促す上で極めて重要な時期である。 
 一方、我が国においては、進行し続ける少子化や家族形態の多様化、地域のつなが

りの希薄化など、子どもを取り巻く環境が変化する中、取り分け近年の核家族化と女

性の社会進出の拡大により、幼児期の教育・保育ニーズが大きく変化してきている。 
 このような背景から、勝山市においては市立幼稚園の園児数が著しく減少しており、

今後も現状のまま市立幼稚園を維持・継続していくことが適切かどうかを見極める必

要がある。 
 本委員会では、こうした課題に対し、先に開催された「勝山市立幼稚園のあり方検

討懇話会」でのご意見を踏まえ、勝山市における幼稚園・保育園・認定こども園（幼

保連携型）の現状と今後の見通しなど、様々な角度から協議・検討した。 
今般、その検討結果を、「勝山市立幼稚園のあり方について」として答申する。 
 

２ 今後の幼稚園のあり方に関する検討項目 
（１）幼稚園児数の推移見通しについて 

    勝山市における出生数は、年によって多少の増減はあるものの、長期的には減少

傾向が続き、平成元年以前には３００人を超えていたが、近年は１５０人前後で推

移している。 
それに伴い、幼稚園・保育園の園児総数も減少する中、特に幼稚園児数が、平成元

年の７園・３４１人（４・５歳児）から平成２９年の２園・３８人（３・４・５歳児）

へと激減してきており、平成３０年度はさらに減少する見込みとなっている。これ

は、核家族化の進展等による共働き世帯の増加などにより、幼稚園よりも保育園に

対するニーズが相対的に高くなってきたことに起因するものと考える。 
      この傾向は、生活形態や産業構造が大きく変わらない限り続くものと思われ、加

えて勝山市では、幼稚園機能も併せ持つ認定こども園に移行する民間保育園が増え

る状況にあることから、この先、幼稚園児数が増加に転ずるのは極めて難しいもの

と考えられる。 
 
 
（２）集団教育の視点からの望ましい園児数規模について 
   幼稚園の最少必要人数を規定した法令や基準はない。 

しかしながら、幼児教育の基本は、集団での遊びを通して、心情・意欲・態度を

養うことである。 
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そのため、幼稚園教育要領では、「幼児の行う活動は、個人、グループ、学級全体

など、多様に展開されるもの」と記述され、一定の集団の大きさを想定している。 
また、学校教育法では横割り（同年齢）のクラス活動を基本とするとともに、文

部科学省の委託研究調査では１クラス２０人前後から３０人程度が望ましいとの調

査報告が出ている。 
「福井県保幼小接続プログラム」においても、幼児期の活動学び事例として、通

りゃんせ、鬼遊び、大縄跳び、劇遊び、雪合戦、リレー、ドッジボールなどが挙げら

れており、いずれも一定の人数を必要とするものである。 
先の検討懇話会では、例え園児数が少人数になっても工夫しながらの遊びは可能

との意見もあったが、３歳児～５歳児合わせて１０人に満たない規模では、多様な

集団活動を行うには限界があるものと思われる。 
 

（３）幼稚園、保育園、認定こども園における幼児教育の相違について 
①教育内容 
 かつては、‘幼稚園は教育、保育園は預かり’という色彩もあったが、次第に保育

園における幼児教育が充実し、現在の保育園、認定こども園では幼稚園に比肩する

教育活動に取り組んでいる。 
 特に、平成２９年に「幼稚園教育要領」「保育所保育指針」「幼保連携型認定こど

も園教育・保育要領」の３法令が改定されて平成３０年４月から施行されるが、こ

の３法令は一緒に検討が進められ、３歳以上の教育目標・内容は実質的に統一した

ものとなっている。従って、今後はさらに幼・保の目指すべき幼児教育内容の一元

化が進むものと考えられる。 
②保幼小接続 
 福井県では、平成２７年度から保育園・幼稚園と小学校をつなぐ「保幼小接続プ

ログラム」が実行に移され、勝山市でも全ての小学校区において、それぞれの学校

と校区内保育園・幼稚園の接続カリキュラムに基づく取組みがスタートした。その

中で、園児同士や園児と小学生の交流、保育士・教諭相互の交流や研修など、各園

ともに共通した保幼小接続を進めている。 
③地域とのつながり 

  勝山市における幼児教育では、地域の方や団体のサポートを得ながら学ぶ様々な

体験活動が重要な位置づけを占めている。その状況を見ると、幼稚園・保育園・認

定こども園、いずれにおいても、それぞれ地域特有の自然や伝統文化などに触れる

学習が年間を通じて多彩に行われ、園児は多くのことを学ぶ貴重な機会となってい

る。また、毎年の地域行事に園児が参加することで、地域における異世代交流の場

ともなっている。 
  こうした各園と地域とのつながりは、必ずしも園の所在地域に限らず、近隣地域

との間でもあり、各園とも声掛けがあれば積極的に参加したいとの意向を持ってい

ることから、今後さらに幅広い交流が望まれる。 
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（４）幼稚園の維持管理費について 
  近年における幼稚園の維持管理費は、２園合わせて年間約６,５００万円程度で

推移しているが、当然、園児数の減少により園児１人当たりの経費が増加している。 
当検討委員会では、市の財政的観点からも、現在の状況下で２園体制を維持継続

していくことは問題があるとの強い意見が出された。 
 

（５）幼稚園を認定こども園に移行することの可能性について 
  検討懇話会では、優れた立地環境にある現在の幼稚園を何とか継続して欲しいと

の要望があり、その手法として今の幼稚園を認定こども園にできないかとの意見が

出された。 
  そこで、当検討委員会において、その可能性・妥当性について市当局の考え方も

踏まえ協議・検討した。その結果は以下のとおり。 
 （イ）現在の幼稚園を市立認定こども園とする方法について 

    認定こども園に移行するには、今の幼稚園に保育園機能を付加することにな

るが、市内において保育園が充足している現状と少子化の進行を鑑みれば、新

たに公立の保育園を開設する必然性はなく、今後公共施設の総量縮減を図って

いく上からも、この方法は妥当でないと考える。 
 （ロ）幼稚園施設を民間に移譲して私立認定こども園とする方法について 

    これまで、勝山市においては、いくつかの幼稚園施設と保育園施設を民間に

移譲し、公共施設の民営化を進めてきた。 
そこで、今回、市当局から市内の保育園・認定こども園を運営する全ての民

間事業者に打診したが、いずれも、現在の幼稚園施設を譲り受けて、認定こど

も園や保育園として利活用する意向はない旨が確認された。 
    従って、この方法についても実現困難と考える。 
 
 
        
３ まとめ 

   以上のとおり、当検討委員会において、今後の勝山市立幼稚園のあり方について協

議・検討した結果は以下のとおり。 
 

（１）今後、勝山市立幼稚園については、成器南幼稚園と勝山中部幼稚園を１園に再編

統合すべきと考える。また、その際には、より魅力ある幼児教育施設となるよう努

めていただきたい。 
 

（２）統合の時期については、現在の利用者を始めとする市民への説明や一定の施設整

備に要する時間も考慮し、２０１９年度ないし２０２０年度が望ましい。 
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勝山市立幼稚園のあり方検討委員会委員 

  
順不同 

 

 氏名 所属・団体名 役職  

1 西村 重稀 学識経験者 仁愛大学名誉教授 会長 

2 杉平 信夫 勝山市区長連合会 会長 副会長 

3 北川 賢一 勝山市総合行政審議会 会長 
 

4 山岸登美子 勝山市社会教育委員の会 副会長 
 

5 大沢 佑治 勝山市民生委員児童委員協議会 主任児童委員会委員長 
 

6 竹原 幸雄 かつやまっ子応援ネットワーク 猪野瀬地区会長 
 

7 松谷千帆里 未就園児保護者代表 
地域子育て支援センター

利用者 

 

8 高野 淳子 未就園児保護者代表 
地域子育て支援センター

利用者 

 

9 石田 則男 勝山市校長会 会長 
 

 

検討委員会の開催 
   第１回 平成２９年１０月２３日 
   第２回 平成２９年１１月２０日 
   第３回 平成３０年 １月２２日  

 


